
㎡

(2) 事業の操業期間
　　又は施設の利用
　　期間

㎡ ㎡

㎡ ㎡

土地の所在 地　　　番
地　目

面積
耕作者の
氏　　　名登記簿 現況

農地法第４条第１項の規定による許可申請書

埼玉県知事　　　　　　　　様

申請者 氏 名

許可を受けようとす
る土地の所在等

下 記 の と お り 農 地 を 転 用 し た い の で 、 農 地 法 第 ４ 条 第 １ 項 の 規 定 に よ り 許 可 を 申 請 し ま す 。

記

令和  　　 年　　　　月　　　　日

2

1 申請者の住所等

住　　　　　　　　　　　　所 連絡先（電話番号）

市街化区域 ・市街化
調整区域 の別

　　　　　　　計　　　　　　　　　　㎡　　（田　　　　　　　　　㎡、　畑　　　　　　　　　㎡）

3 転用計画 (1) 転用事由の詳細

用　　　途

事由の詳細

　令　和　　　　年　　　　月　　　　日から　　　　　　　　　　年間

(3) 転用の時期及び
　　転用の目的に係
　　る事業又は施設
　　の概要

工事計画

第 １ 期(着工　　年　　月　　日か
ら　　年　　月　　日まで)

 第 2 期(着工　　年　　月　　日
から　　年　　月　　日まで)

合 計

名称 棟数 建築面積 所要面積 名称 棟数 建築面積 所要面積 棟数 建築面積 所要面積

土地造成

建 築 物

小　　計

工 作 物

小　　計

4 資金調達について
の計画

計

5 転 用 す る こ と に よ っ
て 生 ず る 付 近 の 土 地
・ 作 物 ・ 家 畜 等 の 被
害 防 除 施 設 の 概 要

6 その他参考となるべ
き事項



1

たる事務所の所在地を、それぞれ記載してください。

2

3

4

1

2

3

ます。

康 保 険 の 被 保 険 者 証 、 年 金 手 帳 又 は 在 学 証 明 書 等 の う ち ２ つ の 写 し

必 要 に 応 じ て 農 業 委 員 会 や 県 が 申 請 者 に 電 話 で 申 請 書 の 内 容 に つ い て 確 認 す る 場 合 が あ り

（本人確認に係る留意事項）

申請者が窓口に申請書類を持参する場合、本人確認のため次のいずれかの書類を提示してください。

健康保険の被保険者証、年金手帳又は在学証明書等

て、次の いずれかの 書類を添付してください。

【2点必要なもの】

上 記 １ 以 外 の 場 合 （ 代 理 人 が 持 参 す る 場 合 や 郵 送 す る 場 合 等 ） 、 申 請 者 の 本 人 確 認 書 類 と し

運 転 免 許 証 、 運 転 経 歴 証 明 書 、 個 人 番 号 カ ー ド 、 旅 券 、 在 留 カ ー ド 、 特 別 永 住 者 証 明 書 、 健

【1点でよいもの】

運 転 免 許 証 、 運 転 経 歴 証 明 書 、 個 人 番 号 カ ー ド 、 旅 券 、 在 留 カ ー ド 又 は 特 別 永 住 者 証 明 書 等

 （記載要領）

申 請 者 が 法 人 で あ る 場 合 は 、 「 氏 名 」 欄 に そ の 名 称 及 び 代 表 者 の 氏 名 を 、 「 住 所 」 欄 に そ の 主

「 市 街 化 区 域 ・ 市 街 化 調 整 区 域 ・ そ の 他 の 区 域 の 別 」 欄 に は 、 申 請 係 る 土 地 が 都 市 計 画 法 に よ

当する号を、転用行為が当該建築許可を要するものであるときは、その旨及び建築物が同法第34条第

1号から 第10 号ま で又 は都 市計 画法 施行 令第 36条 第1 項第 3号 ロか らホ ま で の い ずれ の 建 築物 に 該

当するかを、転用行為が開発行為及び建築行為のいずれも伴わないものであるときは、その旨及びそ

の 理 由 を 、 そ れ ぞ れ 「 そ の 他 参 考 と な る べ き 事 項 」 欄 に 記 載 し て く だ さ い 。

る市街化区域、市街化調整区域又はこれら以外の区域のいずれに含まれているかを記載してください。

「 転 用 の 時 期 及 び 転 用 の 目 的 に 係 る 事 業 又 は 施 設 の 概 要 」 欄 は 、 工 事 計 画 が 長 期 に わ た る も の

で あ る 場 合 に は 、 で き る 限 り 工 事 計 画 を ６ か 月 単 位 で 区 分 し て 記 載 し て く だ さ い 。

申請に係る土地が市街化調整区域内にある場合には、転用行為が都市計画法第29条の開発許可及

び同法第43条第1項の建築許可を要しないものであるときはその旨並びに同法第29条及び第43条第

1 項 の 該 当 す る 号 を 、 転 用 行 為 が 開 発 許 可 を 要 す る も の で あ る と き は そ の 旨 及 び 同 法 第 34 条 の 該


